
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 



 
- 下水 1 - 

議第２４号 

 

平成３１年度富士宮市下水道事業特別会計予算 

 

 平成３１年度富士宮市の下水道事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 1,989,000 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に 

よる。 

 （地方債） 

第２条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目

的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第２表 地方債」による。 

 （一時借入金） 

第３条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は､

300,000 千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第４条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額

を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

(1) 各項に計上した給料、職員手当及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係る予算

額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

平成３１年２月８日 提出 

 

静岡県富士宮市長 須 藤 秀 忠   



　　　　　　　　　　　　 第１表　歳入歳出予算

 （歳入） (単位　千円)

款 項

 1 分 担 金 及 び 負 担 金 １７，０２０

 1 負 担 金 １７，０２０

 2 使 用 料 及 び 手 数 料 ８０５，５０１

 1 使 用 料 ８０５，２９１

 2 手 数 料 ２１０

 3 国 庫 支 出 金 １１２，９１０

 1 国 庫 補 助 金 １１２，９１０

 4 繰 入 金 ８１６，３２３

 1 一 般 会 計 繰 入 金 ８１６，３２３

 5 繰 越 金 ２０，０００

 1 繰 越 金 ２０，０００

 6 諸 収 入 １４６

 1 延 滞 金 加 算 金 及 び 過 料 １

 2 預 金 利 子 １

 3 雑 入 １４４

 7 市 債 ２１７，１００

 1 市 債 ２１７，１００

１，９８９，０００

金 額

歳 入 合 計

6 下水道事業特別会計- 下水 2 -



 （歳出） (単位　千円)

款 項

 1 下 水 道 事 業 費 １，０２１，４８２

 1 業 務 費 １７９，５１１

 2 維 持 管 理 費 ４２７，６４１

 3 建 設 事 業 費 ４１４，３３０

 2 公 債 費 ９６２，５１８

 1 公 債 費 ９６２，５１８

 3 予 備 費 ５，０００

 1 予 備 費 ５，０００

１，９８９，０００

金 額

歳 出 合 計

6 下水道事業特別会計- 下水 3 -



  - 下水 4 - 

第 ２ 表  地 方 債 

 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

 千円    

公共下水道事業 217,100 証書借入 

 

3.0％以内 

ただし、利率見直し方式

で借り入れる資金につ

いて、利率の見直しを行

った後においては、当該

見直し後の利率 

 

借入先の融資条件に従

う。 

ただし、市財政の都合に

より据置期間を短縮し、

若しくは繰上償還又は

低利に借換えすること

ができる。 

計 217,100    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 歳入歳出予算  事項別明細書

１　総括

(歳入)

款

 1 分 担 金 及 び 負 担 金 17,020

 2 使 用 料 及 び 手 数 料 805,501

 3 国 庫 支 出 金 112,910

 4 繰 入 金 816,323

 5 繰 越 金 20,000

 6 諸 収 入 146

 7 市 債 217,100

財 産 収 入 -

1,989,000

本 年 度 予 算 額

歳 入 合 計

- 下水 6 -



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 歳入歳出予算  事項別明細書

(単位　千円)

16,654 366

794,314 11,187

266,500 △153,590

855,022 △38,699

20,000 0

3,530 △3,384

379,900 △162,800

80 △80

2,336,000 △347,000

前 年 度 予 算 額 比 較

6 下水道事業特別会計- 下水 7 -



(歳出)

款

 1 下 水 道 事 業 費 1,021,482 1,350,840 △329,358

 2 公 債 費 962,518 980,160 △17,642

 3 予 備 費 5,000 5,000 0

1,989,000 2,336,000 △347,000歳 出 合 計

本年度予算額 前年度予算額 比 較

- 下水 8 -



(単位 千円)

112,910 217,100 604,574 86,898

217,947 744,571

5,000

112,910 217,100 822,521 836,469

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

特 定 財 源 一 般
財 源国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

6 下水道事業特別会計- 下水 9 -



２　歳入

(款) 1 分担金及び負担金

目

 1 負担金 17,020 16,654 366

計 17,020 16,654 366

本 年 度 前 年 度 比 較

- 下水 10 -



(項) 1 負担金 （単位　千円）

節   

 1 下水道費負担金 17,020 受益者負担金

区 分 金 額
説 明

(款) 1 分担金及び負担金- 下水 11 -



(款) 2 使用料及び手数料

目

 1 使用料 805,291 794,240 11,051

計 805,291 794,240 11,051

(款) 2 使用料及び手数料

目

 1 手数料 210 74 136

計 210 74 136

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 前 年 度 比 較

- 下水 12 -



(項) 1 使用料 （単位　千円）

節   

 1 下水道使用料 804,749 公共下水道等

 2 財産使用料 542 雨水渠等占用料

(項) 2 手数料 （単位　千円）

節   

 1 督促手数料 8 受益者負担金

 2 下水道手数料 202 指定工事店証交付

金 額
説 明

区 分

金 額
説 明

区 分

(款) 2 使用料及び手数料- 下水 13 -



(款) 3 国庫支出金

目

 1 建設事業費補助金 112,910 266,500 △ 153,590

計 112,910 266,500 △ 153,590

本 年 度 前 年 度 比 較

- 下水 14 -



(項) 1 国庫補助金 （単位　千円）

節   

 1 公共事業費補助金 112,910 社会資本整備総合交付金

下水道事業費交付金 112,910

金 額
説 明

区 分

(款) 3 国庫支出金- 下水 15 -



(款) 4 繰入金

目

 1 一般会計繰入金 816,323 855,022 △ 38,699

計 816,323 855,022 △ 38,699

本 年 度 前 年 度 比 較

- 下水 16 -



(項) 1 一般会計繰入金 （単位　千円）

節   

 1 一般会計繰入金 816,323

金 額
説 明

区 分

(款) 4 繰入金- 下水 17 -



(款) 5 繰越金

目

 1 繰越金 20,000 20,000 0

計 20,000 20,000 0

本 年 度 前 年 度 比 較

- 下水 18 -



(項) 1 繰越金 （単位　千円）

節   

 1 前年度繰越金 20,000

金 額
説 明

区 分

(款) 5 繰越金- 下水 19 -



(款) 6 諸収入

目

 1 延滞金 1 1 0

計 1 1 0

(款) 6 諸収入

目

 1 預金利子 1 1 0

計 1 1 0

(款) 6 諸収入

目

 1 雑入 144 3,528 △ 3,384

計 144 3,528 △ 3,384

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 前 年 度 比 較

- 下水 20 -



(項) 1 延滞金加算金及び過料 （単位　千円）

節   

 1 延滞金 1

(項) 2 預金利子 （単位　千円）

節   

 1 預金利子 1

(項) 3 雑入 （単位　千円）

節   

 1 雑入 144 下水道関係法令集等図書販売代 132

自動検針装置電気使用料 12

金 額
説 明

区 分

金 額
説 明

区 分

金 額
説 明

区 分

(款) 6 諸収入- 下水 21 -



(款) 7 市債

目

 1 下水道事業債 217,100 379,900 △ 162,800

計 217,100 379,900 △ 162,800

本 年 度 前 年 度 比 較

- 下水 22 -



(項) 1 市債 （単位　千円）

節   

 1 下水道事業債 217,100 公共下水道事業

金 額
説 明

区 分

(款) 7 市債- 下水 23 -



３　歳出

(款)  1 下水道事業費

目

 1 総務管理費 179,511 174,243 5,268 14,400 164,610

国県支出金 地 方 債 そ の 他

特 定 財 源本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

- 下水 24 -



(項)  1 業務費 （単位  千円）

節       

501  1 報酬 4,613 人件費（一般職） 65,648

 2 給料 33,863 一般職給 33,863  

 3 職員手当等 20,641 扶養手当 678  

扶養手当 678  地域手当 1,057  

地域手当 1,057  住居手当 1,334  

住居手当 1,334  通勤手当 643  

通勤手当 643  時間外勤務手当 600  

時間外勤務 600  管理職手当 687  

手当 期末手当 8,267  

管理職手当 687  勤勉手当 5,775  

期末手当 8,267  児童手当 1,600  

勤勉手当 5,775  市町村職員共済組合負担金 10,896  

児童手当 1,600  地方公務員災害補償基金負担金 248  

 4 共済費 11,820 一般諸経費 65,616

 8 報償費 2,256 嘱託員報酬 4,613  

 9 旅費 116 社会保険料 676  

11 需用費 723 社会資本整備総合交付金事業評価委員会委員報

消耗品費 163  償費 8  

燃料費 99  費用弁償 17  

食糧費 92  普通旅費 99  

印刷製本費 271  消耗品費 46  

修繕料 98  燃料費 99  

12 役務費 618 食糧費 92  

郵便料 172  修繕料 98  

手数料 252  郵便料 172  

保険料 194  手数料 20  

13 委託料 14,335 保険料 194  

14 使用料及び 236 地方公営企業法適用資産調査等委託料

賃借料 12,238  

19 負担金補助 48,261 水質分析等委託料 337  

及び交付金 受益者負担金システム保守委託料 491  

23 償還金利子 100 テレビ受信料 15  

及び割引料 自動車等借上料 106  

27 公課費 41,929 土地借上料 92  

有料道路等使用料 23  

電算業務負担金 1,644  

星山浄化センター建設協力会負担金 150  

公営企業会計システム負担金 2,357  

使用料等過年度過誤納付金還付及び還付加算金

100  

自動車重量税 4  

金 額
説 明一 般

財 源

内 訳

区 分

(款) 1 下水道事業費- 下水 25 -



(款)  1 下水道事業費

目

計 179,511 174,243 5,268 14,400 164,610

(款)  1 下水道事業費

目

 1 管渠維持費 53,588 50,103 3,485 53,588

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

特 定 財 源

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

- 下水 26 -



(項)  1 業務費 （単位  千円）

節       

消費税等 41,925  

使用料・受益者負担金徴収費 46,492

受益者負担金納期前納付報奨金 2,030  

消耗品費 110  

印刷製本費 231  

手数料 232  

井水量水器取替委託料 289  

下水道使用料賦課徴収業務負担金 43,600  

啓発・普及促進費 1,254

記念品代 218  

消耗品費 7  

印刷製本費 40  

デザインマンホール蓋作製委託料 980  

水洗便所改造資金あっ旋利子補給金 9  

各種団体会費等負担金 491

日本下水道協会負担金 359  

静岡県下水道協会負担金 80  

中部地方下水道協会負担金 52  

会議研修会等負担金 10

研修等参加負担金 10  

501

(項)  2 維持管理費 （単位  千円）

節       

 2 給料 3,906 人件費（一般職） 7,028

 3 職員手当等 1,937 一般職給 3,906  

地域手当 118  地域手当 118  

通勤手当 99  通勤手当 99  

時間外勤務 138  時間外勤務手当 138  

手当 期末手当 924  

期末手当 924  勤勉手当 658  

勤勉手当 658  市町村職員共済組合負担金 1,185  

 4 共済費 1,185 管渠維持管理費 46,560

11 需用費 5,002 消耗品費 2  

消耗品費 2  修繕料 5,000  

修繕料 5,000  手数料 68  

12 役務費 68 市有地草刈等委託料 703  

手数料 68  下水道台帳システム改修委託料 154  

13 委託料 31,757 管渠清掃委託料 7,800  

金 額
説 明

内 訳

一 般
財 源

区 分

内 訳

一 般
財 源

区 分 金 額
説 明

(款) 1 下水道事業費- 下水 27 -



(款)  1 下水道事業費

目

 2 浄化センター 374,053 370,047 4,006 374,053

管理費

特 定 財 源本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

- 下水 28 -



(項)  2 維持管理費 （単位  千円）

節       

15 工事請負費 9,480 管渠調査及び補修委託料 5,400  

18 備品購入費 253 下水道台帳作成及び補正等委託料 12,000  

伏越しマンホール清掃委託料 5,700  

既設マンホール蓋調整等工事費 9,480  

事業用備品費 253  

 2 給料 10,050 人件費（一般職） 19,959

 3 職員手当等 6,559 一般職給 10,050  

扶養手当 318  扶養手当 318  

地域手当 325  地域手当 325  

住居手当 312  住居手当 312  

通勤手当 474  通勤手当 474  

特殊勤務手 192  特殊勤務手当 192  

当 時間外勤務手当 390  

時間外勤務 390  管理職手当 450  

手当 期末手当 2,424  

管理職手当 450  勤勉手当 1,674  

期末手当 2,424  市町村職員共済組合負担金 3,350  

勤勉手当 1,674  一般諸経費 68,002

 4 共済費 3,350 普通旅費 145  

 9 旅費 145 消耗品費 9,348  

11 需用費 94,253 燃料費 274  

消耗品費 9,348  光熱水費 56,558  

燃料費 274  修繕料 73  

光熱水費 56,558  郵便料 6  

修繕料 28,073  電話料 650  

12 役務費 1,040 手数料 29  

郵便料 6  保険料 288  

電話料 650  複写機使用料 38  

手数料 96  テレビ受信料 26  

保険料 288  土地借上料 1  

13 委託料 256,618 電子マニフェスト使用料 17  

14 使用料及び 82 電算業務負担金 520  

賃借料 星山テレビ共同受信施設組合維持管理費負担金

16 原材料費 441 20  

18 備品購入費 771 自動車重量税 9  

19 負担金補助 735 浄化センター運営費 257,456

及び交付金 手数料 67  

27 公課費 9 樹木管理委託料 800  

施設設備保守委託料 2,526  

消防用設備等保守委託料 591  

浄化センター維持管理委託料 149,112  

内 訳

一 般
財 源

区 分 金 額
説 明

(款) 1 下水道事業費- 下水 29 -



(款)  1 下水道事業費

目

計 427,641 420,150 7,491 427,641

(款)  1 下水道事業費

目

 1 公共事業費 286,168 423,638 △137,470 109,500 108,900

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源本 年 度 前 年 度 比 較

- 下水 30 -



(項)  2 維持管理費 （単位  千円）

節       

汚泥処分委託料 97,700  

特殊水質分析等委託料 1,200  

電気設備精密点検委託料 4,203  

マンホールポンプ定期点検委託料 486  

事業用備品費 771  

施設維持補修費 28,441

修繕料 28,000  

諸資材費 441  

会議研修会等負担金 195

研修等参加負担金 195  

(項)  3 建設事業費 （単位  千円）

節       

67,768  2 給料 18,777 人件費（一般職） 37,381

 3 職員手当等 12,511 一般職給 18,777  

扶養手当 1,056  扶養手当 1,056  

地域手当 596  地域手当 596  

住居手当 162  住居手当 162  

通勤手当 667  通勤手当 667  

時間外勤務 2,183  時間外勤務手当 2,183  

手当 期末手当 4,682  

期末手当 4,682  勤勉手当 3,165  

勤勉手当 3,165  市町村職員共済組合負担金 6,093  

 4 共済費 6,093 国庫補助公共下水道整備事業 248,391

 9 旅費 284 普通旅費 284  

11 需用費 646 消耗品費 444  

消耗品費 444  燃料費 100  

燃料費 100  印刷製本費 15  

印刷製本費 15  修繕料 87  

修繕料 87  手数料 14  

12 役務費 47 保険料 33  

手数料 14  測量調査等委託料 20,000  

保険料 33  設計等委託料 20,000  

13 委託料 58,000 ストックマネジメント計画策定委託料

14 使用料及び 975 18,000  

賃借料 複写機使用料 200  

15 工事請負費 172,000 土地借上料 775  

金 額
説 明

内 訳

一 般
財 源

区 分

説 明

内 訳

区 分 金 額
一 般
財 源

(款) 1 下水道事業費- 下水 31 -



(款)  1 下水道事業費

目

 2 単独事業費 113,137 111,659 1,478 90,400 12,323

 3 浄化センター 15,025 221,150 △206,125 3,410 3,400

増設事業費

計 414,330 756,447 △342,117 112,910 202,700 12,323

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

特 定 財 源

- 下水 32 -



(項)  3 建設事業費 （単位  千円）

節       

19 負担金補助 626 幹線管渠布設等工事費 172,000  

及び交付金 雨水浸透施設等設置費補助金 230  

22 補償・補填 16,200 物件移転等補償費 16,200  

及び賠償金 自動車重量税 9  

27 公課費 9 会議研修会等負担金 396

研修等参加負担金 396  

10,414  2 給料 5,133 人件費（一般職） 10,414

 3 職員手当等 3,680 一般職給 5,133  

地域手当 154  地域手当 154  

通勤手当 99  通勤手当 99  

時間外勤務 1,466  時間外勤務手当 1,466  

手当 期末手当 1,146  

期末手当 1,146  勤勉手当 815  

勤勉手当 815  市町村職員共済組合負担金 1,601  

 4 共済費 1,601 市単独公共下水道整備事業 102,723

 9 旅費 20 普通旅費 20  

11 需用費 27 消耗品費 27  

消耗品費 27  土質調査等委託料 1,700  

13 委託料 6,420 測量設計委託料 4,000  

15 工事請負費 92,550 土木積算システム保守委託料 720  

16 原材料費 250 管渠・取付管布設等工事費 92,550  

19 負担金補助 456 鉄蓋・汚水ます等購入費 250  

及び交付金 電算業務負担金 456  

22 補償・補填 3,000 物件移転等補償費 3,000  

及び賠償金

8,215  2 給料 4,386 人件費（一般職） 8,180

 3 職員手当等 2,349 一般職給 4,386  

扶養手当 180  扶養手当 180  

地域手当 137  地域手当 137  

住居手当 54  住居手当 54  

通勤手当 116  通勤手当 116  

時間外勤務 45  時間外勤務手当 45  

手当 期末手当 1,078  

期末手当 1,078  勤勉手当 739  

勤勉手当 739  市町村職員共済組合負担金 1,445  

 4 共済費 1,445 国庫補助浄化センター増設事業 6,845

 9 旅費 7 普通旅費 7  

11 需用費 18 消耗品費 18  

消耗品費 18  設計等委託料 6,820  

13 委託料 6,820

86,397

金 額
説 明

内 訳

一 般
財 源

区 分

(款) 1 下水道事業費- 下水 33 -



(款)  2 公債費

目

 1 元金 789,533 786,941 2,592 45,086

 2 利子 172,861 193,095 △20,234 172,861

 3 一時借入金利 124 124 0

子

計 962,518 980,160 △17,642 217,947

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

- 下水 34 -



(項)  1 公債費 （単位  千円）

節       

744,447 23 償還金利子 789,533 償還元金 789,533

及び割引料 地方債元利償還金 789,533  

23 償還金利子 172,861 償還金利子 172,861

及び割引料 地方債元利償還金 172,861  

124 23 償還金利子 124 一時借入金利子 124

及び割引料 一時借入金利子 124  

744,571

内 訳

一 般
財 源

区 分 金 額
説 明

(款) 2 公債費- 下水 35 -



(款)  3 予備費

目

 1 予備費 5,000 5,000 0

計 5,000 5,000 0

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

- 下水 36 -



(項)  1 予備費 （単位  千円）

節       

5,000

5,000

内 訳

一 般
財 源

区 分 金 額
説 明

(款) 3 予備費- 下水 37 -



- 下水 38 - 

給  与  費  明  細  書 
１ 一般職 

（１） 総 括 

 (単位 千円） 

区 分 
職 員 数 

(人) 

給   与   費 
共 済 費 合  計 備  考 

報  酬 給  料 職 員 手 当 計 

本年度 21  76,115 46,077 122,192 24,818 147,010   

前年度 23   76,950 41,710 118,660 24,242 142,902  

比 較 △2  △835 4,367 3,532 576 4,108   

(単位 千円） 

職 員 

手 当 

の内訳 

（１） 

区  分 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 
特 殊 勤 務 

手 当 

時 間 外 

勤 務 手 当 

管 理 職 

手  当 

本年度 2,232 2,387 1,862 2,098 192 4,822 1,137 

前年度 1,854 2,409 1,628 2,060 144 2,360  1,137 

比 較 378 △22 234 38 48 2,462 0 

 (単位 千円） 

職 員 

手 当 

の内訳 

（２） 

区  分 期 末 手 当 勤 勉 手 当      

本年度 18,521 12,826      

前年度 18,006 12,112      

比 較 515 714      

 

（２） 給料及び職員手当の増減額の明細 

(単位 千円） 

区  分 増 減 額     増 減 事 由 別 内 訳           説     明 備 考      

給  料 △835 

給 与 改 定 に 

伴 う 増 減 分 
187   

昇 給 に 

伴 う 増 加 分 
1,320 平均昇給率      1.8％ 対象職員数   21人 

その他の増減分 △2,342 職員の変動等による増減 

職員数 

本年度    21人 

前年度    23人 

増 減    △2人 

職員手当 4,367 

制 度 改 正 に 

伴 う 増 減 分 
689 勤勉手当                 

その他の増減分 

 

3,678 

 

その他         
 

 



- 下水 39 - 

 (３) 給料及び職員手当の状況 

 （ア）級別職員数 

区 分 

平成３１年１月１日 現在 平成３０年１月１日 現在 

 
一般行政職 技能労務職 一般行政職 技能労務職 

職 員 数 

人 

構 成 比 

％ 

職 員 数 

人 

構 成 比 

％ 

職 員 数 

人 

構 成 比 

％ 

職 員 数 

人 

構 成 比 

％ 

８級          

７級 1 4.5   1 4.4    

６級 3 13.0   4 17.4    

５級 3 13.0   3 13.0    

４級 3 13.0   3 13.0    

３級 3 13.0   1 4.4    

２級 8 34.8   8 34.8    

１級 2 8.7   3 13.0    

計 23 100.0   23 100.0    

 
 (級別の標準的な職務内容） 

区 分 ８級 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級 

一  般 

行政職 

部 長 

参 事 

課 長 

参 事 

所 長 

主 幹 

係  長 

主任主査 

特に高度

の知識及

び経験を

必要とす

る主査 

主 査 
主 事 

技 師 

事務員 

技術員 

技  能 

労務職 
        

 
（イ）職員一人当たり給与 

区  分 
平成３１年１月１日 現在 平成３０年１月１日 現在 

一般行政職 技能労務職 一般行政職 技能労務職 

平均給料月額 288,360円  291,219円  

平均給与月額 330,219円  340,005円  

平 均 年 齢 41歳0月  40歳11月  

 

（ウ）初任給   

区  分 一般行政職 技能労務職 
国 の 制 度 

一般行政職 技能労務職 

高校卒 153,000円 148,600円 148,600円 146,000円 

大学卒 187,200円  180,700円  

 

 



- 下水 40 - 

（エ）期末勤勉手当の支給率 

区 分 
支給期別支給率 支給率計 

（月分） 

職制上の段階、職務の 

級等による加算措置           
備  考 

６月 １２月 

本 年 度     
(1.175) 

2.225 

(1.175) 

2.225 

(2.35) 

4.45 
有  

前 年 度     
(1.075) 

2.125 

(1.275) 

2.325 

(2.35) 

4.45 
有  

国の制度 
(1.175) 

2.225 

(1.175) 

2.225 

(2.35) 

4.45 
有  

（ ）内は再任用職員の支給率 

 

（オ）地域手当 

支 給 対 象 地 域         全  域 

支 給 率          （％） 3 

支 給 対 象 職 員 数          （人） 21 

国の制度（支給率）         （％） 3 

 

（カ）定年退職及び定年前早期退職に係る退職手当の基本額 

区  分 

20年勤続 

の者 

(月分) 

25年勤続 

の者 

(月分) 

35年勤続 

の者 

(月分) 

最高限度 

の者 

(月分) 

その他の      

加算措置等 
備    考 

支
給
率
等 

定年前

早 期 
24.586875 33.27075 47.709 47.709 

定年前早期退 

職者特例措置 

(2%～45%) 

 

定 年 24.586875 33.27075 47.709 47.709 制度なし 

 

国の制度 

(支給率等) 
24.586875 33.27075 47.709 47.709 

定年前早期退 

職者特例措置 

(2%～45%) 

 

 

（キ）特殊勤務手当 

区  分 全職種 
代表的な職種 

一般行政職 技能労務職 

給 料 総 額 に 

対 す る 比 率 

％ 

0.21 

％ 

0.21 

％ 

 

支給対象職員の比率 

(平成31年1月1日現在) 

％ 

17.40 

％ 

17.40 

％ 

 

代 表 的 特 殊 勤 務 

手 当 の 名 称 
下水道作業手当 

 

 



- 下水 41 - 

（ク）その他の手当 

区   分 国の制度との異同 差    異   の   内   容 

扶 養 手 当 同  

住 居 手 当 異 
 

持    家 

（市） 

4,500円 

（国） 

― 

通 勤 手 当 異 

 

交通機関 

利 用 者 

 

交通用具 

利 用 者 

（市） 

全額限度 

   （55,000円） 

 

   6,400円 

 ～ 31,600円 

（国） 

最高限度 

      （55,000円） 

 

      2,000円 

    ～ 31,600円 

 

青字箇所は、昨年度の数字で変更なし。 
H26.1.20 人事課 中野係長確認済み 



 

- 下水 42 - 

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額 

又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書 

（単位 千円） 

事   項 限度額 

前年度末までの 

支出（見込）額 

当該年度以降 

の支出予定額 

左 の 財 源 内 訳 

特 定 財 源 
一般財源 

期 間 金 額 期 間 金 額 国県支出金 市 債 その他 

   年度   年度      

地方公営企業

法適用資産調

査等委託料 

47,630 

平成29 

～ 

平成30 

28,120 平成31 19,510  19,500  10 

 

 

 

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び 

当該年度末における現在高の見込みに関する調書                          

（単位 千円） 

区    分 
前 々 年 度 末 

現 在 高 

前 年 度 末 

現在高見込額 

当 該 年 度 中         

増 減 見 込 額         当該年度末 

現在高見込額 当 該 年 度 中 

起 債 見 込 額 

当 該 年 度 中 

元金償還見込額 

１ 下 水 道 9,376,120 9,081,679 217,100 789,533 8,509,246 

合  計 9,376,120 9,081,679 217,100 789,533 8,509,246 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 


